
平成23年度事業計画書 

自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日 

 

１．土地・住宅政策への対応 

⑴ 土地住宅税制及び土地住宅政策等に関する提言活動の実施 

 ⑵ 公共用地代替地斡旋業務の推進 

 ⑶ 公的住宅等斡旋業務の推進 

 ⑷ 不動産市況ＤＩ調査の実施 

⑸ 不動産関係法令の改正への対応 

 

２．教育研修事業 

 ⑴ 業務研修会の実施 

 ⑵ 基礎教育研修の実施 

 ⑶ 全宅連通信講座の受講促進 

 

３．無料相談事業 

⑴ 不動産無料相談所の運営 

 ⑵ 弁護士相談の実施 

 ⑶ 相談員研修会の実施 

 ⑷ 対外的相談への協力 

 

４．不動産流通に関する事業 

 ⑴ 指定流通機構の運営協力 

 ⑵ ハトマークサイト岐阜の運営 

 

５．広報啓発事業 

 ⑴ 広報誌「宅建ぎふ」の発行 

 ⑵ ホームページによる情報発信 

 ⑶ 一般消費者向け講演会の実施 

  

 



６．主任者講習事業 

⑴ 宅地建物取引主任者法定講習の実施 

 ⑵ 主任者証の作成・交付 

 

７．主任者試験事業 

 

８．法令等遵守啓発事業 

 ⑴ 巡回調査の実施 

 ⑵ 適正取引の推進 

 ⑶ 倫理・諸規定違反の防止 

  

９．組織整備事業 

 ⑴ 公益法人改革への対応 

  

10．一般事業 

 ⑴ 業務運営の円滑な推進 

 ⑵ 新規免許取得業者に対する入会促進 

 ⑶ 入会審査における業務処理の適正化 

 ⑷ 財務運営と経理処理 

 ⑸ 福利厚生に関する事業 

 ⑹ 業務資料に関する事業 

 ⑺ 「子ども110番の家」活動 

 

11．行政・関係諸団体との連携 

 ⑴ 行政当局、都道府県宅建協会及び関係諸団体との連携強化 

 ⑵ あんしん賃貸支援事業の県内事業拡大協力と「可児市あんしん賃貸支援事業（モデル事業）」

の協力店募集 

 ⑶ 不動産コンサルティング制度の普及 

 ⑷ 賃貸管理業務の環境整備・適正化と賃貸不動産管理業協会への加入促進 

 ⑸ 税知識の普及・向上及び納税意識の高揚 

 ⑹ 不当要求防止責任者制度の周知 


